
平成３０年６月 

2017（平成 29）年７月豪雨 

被害の記録と地価へ及ぼす影響 

                 【大仙市神宮寺地区・JR 奥羽本線と国道 13 号】 

一般社団法人 秋田県不動産鑑定士協会 





1 

目 次 

Ⅰ. ご挨拶 ----------------------------------------------------------------------- 2

Ⅱ．2017（平成 29）年７月豪雨による被害 ------------------------------------------ 3

（Ⅰ）2017（平成 29）年７月 22～24 日の気象状況 -------------------------------- 3

（Ⅱ）自治体が発出した避難情報 ------------------------------------------------ 5

（Ⅲ）県内被害状況のまとめ【平成 29 年９月 12 日 12 時 00 分現在】 --------------- 6

Ⅲ．被害が大きかった４市の状況 --------------------------------------------------- 9

（Ⅰ）秋田市 ----------------------------------------------------------------- 10

（Ⅱ）大仙市 ----------------------------------------------------------------- 14

（Ⅲ）横手市 ----------------------------------------------------------------- 17

（Ⅳ）由利本荘市 ------------------------------------------------------------- 20

Ⅳ．豪雨が地価へ及ぼす影響～価格形成要因の分析～ ------------------------------- 24

（Ⅰ）豪雨が地価へ及ぼす影響の分析 ------------------------------------------- 24

（Ⅱ）災害格差率 ------------------------------------------------------------- 25

Ⅴ．ＤＩ調査の結果 -------------------------------------------------------------- 30

（Ⅰ）アンケートの概要 ------------------------------------------------------- 30

（Ⅱ）アンケート調査票 ------------------------------------------------------- 30

（Ⅲ）アンケート結果 --------------------------------------------------------- 31

Ⅵ．復旧に向けて ---------------------------------------------------------------- 34

（Ⅰ）緊急的な治水対策の概要 ------------------------------------------------- 35

（Ⅱ）県管理河川の災害査定結果について --------------------------------------- 37

（Ⅲ）参考 ------------------------------------------------------------------- 37

Ⅶ．新聞報道 -------------------------------------------------------------------- 38



2 

Ⅰ. ご挨拶 

一般社団法人 秋田県不動産鑑定士協会  

会長 千田幸紀 

秋田県内で発生した平成 29 年 7 月 22 日及び 23 日、平成 29 年 8 月 25 日の度重なる豪

雨において、被害に遭われた方には、心よりお見舞い申し上げます。また、復旧活動に

追われている行政機関や部署、工事関係者についても心より感謝をいたしております。 

全国でも、震災、豪雨、豪雪等の災害が起き、人命及び財産までも脅かしております。

被害を受けた不動産の適正な価格を知ることは、むやみな価値減を抑え、ひとえに、皆

様方の大切な財産を守ることであります。 

当協会では、豪雨の被害が、一般の土地取引のみならず、地価公示・地価調査、国税

路線価、固定資産評価、公共用地取得等の公的土地評価に大きな影響が予想されること

から、不動産価格の専門家として、何らかの協力を行いたいとの信念のもと、「豪雨被害

対応特別委員会」を立ち上げました。そして、この度、被害状況による価格形成要因の

分析を踏まえ、土地価格の評価方法や減価率等を取りまとめた調査報告を作成するにい

たりました。 

最後に、全面的に協力を頂いた秋田県建設部建設政策課及び関係各課、資料や災害状

況の提供をいただいた秋田市・横手市・大仙市・由利本荘市の災害関連部署、災害の研

修会で講演いただいた一般社団法人岩手県不動産鑑定士協会 細川卓氏において、多大

な協力を得たことに感謝申し上げます。 

【秋田市新屋地区・雄物川】 
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Ⅱ．2017（平成 29）年７月豪雨による被害 

（Ⅰ）2017（平成 29）年７月 22～24 日の気象状況 

東北地方では停滞している梅雨前線に向かって暖かく湿った空気が流れ込み、活動が

活発となった。 

秋田県では日本海側を中心に、７月 23 日 18 時頃から雷を伴った非常に激しい雨とな

り、由利本荘市北部付近の降雨量は約 100 ㎜(～22 日 20:00)を記録した。これは、数年

に一度程度しか発生しないような短時間の大雨であり、「記録的短時間大雨情報」が発表

された。 

また、雄物川中下流部に位置する大仙市等の 12 観測所で観測史上最大を記録するなど、

県内各地の 24 時間降雨量は 300mm を超え、平年の 7 月の月降水量の 1.5 倍にあたる記録

的な大雨となった。 

【県内各地の 24 時間降水量・国土交通省災害情報より】 

市 地域 24 時間降水量/㎜ 観測日時 記録 

秋田市 雄和 348.0  ～23 日 09:30  史上 1 位 

横手市 横手 310.0  ～23 日 12:30  史上 1 位 

秋田市 大正寺 304.0  ～23 日 11:10  史上 1 位 

仙北市 角館 295.5  ～23 日 11:40  史上 1 位 

〃 桧木内 287.5  ～23 日 10:20  史上 1 位 

〃 鎧畑 276.5  ～23 日 10:20  ７月 1 位 

〃 田沢湖高原 257.0  ～23 日 11:20  － 

大仙市 大曲 242.0  ～23 日 12:00  史上 1 位 

秋田市 岩見三内 234.5  ～23 日 09:30  ７月 1 位 

仙北市 田沢湖 227.5  ～23 日 11:40  7 月 1 位 
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【半減期 72 時間実効雨量の分布/国立研究開発法人防災科学技術研究所 HP より】 
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（Ⅱ）自治体が発出した避難情報 

記録的な大雨に伴い、土砂災害、低地の浸水、河川の増水・氾濫及び落雷・竜巻など

の激しい突風が発生し、市町村が土砂災害警戒情報や避難情報を発出する中、大仙市の

雄物川上流では、23 日朝に右岸、23 日昼には左岸から氾濫が起こった。 

【自治体が発出した避難情報・各市役所ＨＰ等より】 

情報の形態 自治体 地区（対象世帯数、人数）※抜粋 

避難指示 

(緊急) 

由利本荘市 下川大内松本町

69 世帯 225 人 

岩城君ヶ野 

52 世帯 123 人 

岩谷町 

327 世帯 952 人

亀田愛宕町 

93 世帯 210 人 

上笹子 

72 世帯 240 人 

内越 

103 世帯 305 人

大仙市 花館 

3,283 世帯 7,763 人

協和下淀川小種 

412 世帯 1,023 人 

四ツ屋 

1,174世帯3,405人

神宮寺 

1,059 世帯 2,786 人

大曲福見町 

365 世帯 820 人 

中仙地域 

1,690世帯5,111人

仙北市 西木町桧木内字

相内   3 世帯 

桧木内 西明寺 

美郷町 金沢 

14 世帯 48 人 

飯詰 

11 世帯 43 人 

避難勧告 秋田市 下浜 

887 世帯 2,094 人 

浜田 

1,266世帯 2,630人

豊岩豊巻 

270 世帯 713 人 

豊岩小山 

122 世帯 265 人 

雄和 

2,982世帯 6,658人

河辺 

1,872世帯 4,597人

広面字谷内佐渡、柳田、楢山南新町、大住、仁井田、

牛島東、牛島西、牛島南、牛島字東潟敷 

仙北市 全域 (10,660 世帯 27,224 人) 

横手市 金沢、黒川、大森町、百万刈

大仙市 刈和野、協和、強首、大曲西根、大沢郷、長野字新

山、土川、内小友、南外 

にかほ市 川袋 

由利本荘市 東由利 

美郷町 六郷東根 (41 世帯 138 人) 

避難準備 

高齢者等避難開始

湯沢市 

美郷町 
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（Ⅲ）県内被害状況のまとめ【平成 29 年９月 12 日 12 時 00 分現在】 

秋田県災害対策本部が発表した記録的な大雨による被害状況は、以下のとおりである。 

１．人的被害  なし 

２．建物被害 
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３．土木施設被害関係  １９,２９４,９００千円 

４．農林被害関係     ９,１２７,９１２千円 
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Ⅲ．被害が大きかった４市の状況 

人的被害はなかったものの、今回の記録的な豪雨は、１．河川本流の増水や氾濫及び

支流並びに生活用水路の溢水による浸水、２．土砂災害（土石流・がけ崩れ）、３．都市

機能（広域交通網・床上・床下浸水等の家屋被害・道路の損壊・寸断による孤立集落の

発生等）の被害をもたらした。 

「Ⅰ．（Ⅲ）県内被害状況のまとめ」において、被害が大きかった４市（秋田市・大仙

市・横手市・由利本荘市）の状況について、各市役所担当部署から聴取した。 

【参考資料・聴取先】 

    ・国土交通省「７月 22 日からの梅雨前線に伴う大雨による被害状況等について       

（第 14 報)・平成 29 年８月９日 10:00 発表」 

    ・秋田県総合防災課・秋田県ＨＰ 

    ・秋田市防災安全対策課 

    ・大仙市総務部総合防災課 

    ・横手市総務部危機管理課 

    ・由利本荘市総務部危機管理課 
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（Ⅰ）秋田市 

１．河川関係 

雄物川下流の秋田市街部と上流の大仙市街部の間の中流部の無堤部から溢水し、雄物

川（国管理区間）沿川で、家屋数 1,039 戸の浸水被害が発生した。このほか、市中心部

を流れる太平川・猿田川や河辺地域を流れる岩見川等の一級河川のほか、短時間の大雨

による生活用水路や農業用排水路からの溢水が多くの地域で報告された。 

管理 水系 河川 
浸水家屋数 損壊家屋数 田畑等浸水 

原因 床上

(戸)

床下

(戸)

原因 全壊

(戸)

半壊

(戸)

原因 面積 

(約 ha)

国 雄物川 雄物川 内水 141 内水 0 0 内水 44

〃 雄物川 溢水 193 溢水 0 0 溢水 472

県 

雄物川 新波川 〃 54 35    〃 0.3

〃 繋川 〃 11 2    〃 0.1

〃 神ケ村川 〃 1    〃 0.4

〃 平尾鳥川 〃 2 5    〃 0.5

〃 安養寺川 〃 1    〃 0.6

〃 神内川 〃 1 2    〃 0.8

【秋田市雄和地区】 
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２．土砂災害                  

災害 （件） 

土石流等 0

がけ崩れ 16

  ※南ヶ丘ニュータウン北側法面（秋田県総合支援エリア「かがやきの丘」裏）の一部が 

崩落した（１箇所、最大幅約 15ｍ、斜面長約 25ｍ）。なお、この崩落による住宅地や 

他の団地施設等への支障はなかった。 
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３．都市機能 

(1) 広域交通網の被害    

交 通 機 関 被 害 状 況 対応 

秋田新幹線 大曲～秋田間で運転見合わせ ７月 29 日始発より通常運行 

秋田空港 場周フェンス外側並びに進入

灯柱付近の法面崩落 

応急復旧、機能上は大きな支障

なし 

秋田港 被害なし  

(2) 建物の被害    

被 害 状 況 棟 地域（適用）

全壊   0  

半壊   0    

床上浸水 154 雄和、下浜桂根、広面、大住、横森ほか（住家のみ）

床下浸水  357 河辺ほか（住家のみ） 

(3) 幹線道路の被害    

路線名 (箇所) 被災状況 

秋田自動車道  横手 IC～秋田南 IC － 大雨による通行規制 

日沿道 象潟 IC～河辺 JCT － 大雨による通行規制、土砂流出 

国道 13 号     仁井田～卸町 － 道路冠水 

羽川八田線 12 土砂崩れ 

協和河辺雄和線（出羽グリーンロード） 8 法面崩落 

女米木戸賀沢線 6 道路崩落・法面崩落・土砂崩れ 

折戸高尾線 5 路肩崩壊・法面崩壊 

杉沢線 4 土砂崩れ 

その他 52 路線 62 路肩崩壊・法面崩壊・土砂崩れ等 



13 

【秋田市雄和新波新町地区】 

【秋田市雄和平尾鳥地区】 
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（Ⅱ）大仙市 

１．河川関係    

雄物川の無堤部からの溢水、西部地域（協和・西仙北・南外）の山間部での土砂災害

を伴う中小河川の氾濫及び市内全域にわたっての内水氾濫の発生等があり、農地や農業

用施設への冠水も広範囲に及び、主要産業である農業への影響は甚大である。 

管理 水系 河川 
浸水家屋数 損壊家屋数 田畑等浸水 

原因 床上

(戸)

床下

(戸)

原因 全壊

(戸)

半壊

(戸)

原因 面積 

(約 ha)

国 

雄物川 雄物川 内水 169 内水 0 0 内水 459

〃 雄物川 溢水 521 溢水 0 0 溢水 2,046

〃 玉川 内水  0 溢水 0 0 内水 12

県 

雄物川 福部内川 溢水 80 70    溢水 0.2

〃 淀川 〃 25 30 溢水 2 10 〃 120

〃 荒川 〃 0 0 〃 0 0 〃 調査中

〃 土買川 越水 40 35 〃 0 10 〃  90

〃 楢岡川 溢水 21 50 〃 0 4 〃 140

〃 西の又川 〃 10 1 〃 0 0 〃   0

〃 後川 〃 24 10 〃 0 0 〃 5

〃 小友川 〃 12 26 〃 0 0 〃 50

〃 小滝川 〃 6 17 〃 0 0 〃 1

【大仙市協和下淀川地区】  
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２．土砂災害                  

災害 （件） 

土石流等 0

がけ崩れ 5

３．都市機能 

(1) 広域交通網の被害    

交 通 機 関 被 害 状 況 対応 

秋田新幹線 大曲～秋田間で運転見合わせ ７月 29 日始発より通常運行 

(2) 建物の被害    

被 害 状 況 棟 地域（適用）

全壊     3 協和 

半壊    34 協和 12、西仙北 12、その他 10  （住家のみ）  

床上浸水 264 協和 52、西仙北 67、その他 145 （住家のみ） 

床下浸水 551 協和 82、西仙北 131、その他 338（住家のみ） 

公共施設 地域 被害状況

神岡球場   神岡 浸水 

四季の湯 協和 外壁破損 

道の駅協和 協和 土砂流入 

能楽堂 協和 土砂流入 

淀川保育園   協和 浸水 

消防署協和分署 協和 浸水 

協和水防倉庫 協和 浸水 

わんぱくの森 協和 法面崩落 

協和スキー場 協和 法面崩落 

淀川ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 協和 浸水 
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(3) 幹線道路の被害    

路線名 (箇所) 被災状況 

秋田自動車道  横手 IC～秋田南 IC － 大雨による通行規制 

８月 23 日時点での、市管理道路の被害は 322 箇所、通行止めは 111 路線に及んだ。こ

れに伴い、大曲（小出沢集落）、南外（湯元・釜坂・荒沢集落ほか）、西仙北（椒沢・円

行寺・坂繋・上戸川集落ほか）、協和（上野・中村・馬場・逢田集落ほか）の計 26 集落

(457 世帯・1,302 人)が 24 日夕方まで孤立状態となった。 

その他、林道 105 箇所にも法面決壊、路肩決壊、路面洗掘が発生した。 

地域 路線名 延長(m) 被災状況 

西仙北 野際田中線 300 道路決壊・橋崩落 

西野寺ノ下線 2,500 路肩崩落 

協和 

大盛荒川鉱山線 1,500 法面崩落 

上淀川五百刈田４号線 800 道路決壊       

横道・孫四郎沢線 200 路肩決壊 

牛沢線 1,000 道路決壊     

牛沢・徳瀬線 1,900 道路決壊 

その他 ８路線 400 道路決壊・路肩崩壊等    

南外 小出 11 号線 336 道路決壊 

【大仙市役所寺館地区】 
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（Ⅲ）横手市 

１．河川関係 

秋田市や大仙市では、一級河川である雄物川が氾濫し大きな被害が出た。しかし、横

手市では浸水想定が作られていない小規模な上溝川の氾濫で、大森地区の約 500 戸に浸

水被害が発生した。 

管理 水系 河川 
浸水家屋数 損壊家屋数 田畑等浸水 

原因 床上

(戸)

床下

(戸)

原因 全壊

(戸)

半壊

(戸)

原因 面積 

(約 ha)

国 雄物川 雄物川 内水   4 内水 0 0 内水 168

県 雄物川 大納川 越水  2  3    調査中 

〃 上溝川 〃 202 303 〃 

２．土砂災害                  

災害 （件） 

土石流等 0

がけ崩れ 14

土砂崩れ 74

【横手市役所大森庁舎前】 
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３．都市機能 

(1) 広域交通網の被害    

交 通 機 関 被 害 状 況 対応 

羽後交通 一路線で迂回運行  

(2) 建物の被害    

被 害 状 況 棟 地域（適用）

全壊   0  

半壊   3 大森（住家のみ）   

床上浸水 160 大森 157、その他 3    （住家のみ） 

床下浸水  491 大森 309、その他 182  （住家のみ） 

【横手市大森地区・「県基準地-14」近隣】 
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(3) 幹線道路の被害    

路線名 (箇所) 被災状況 

秋田自動車道  横手 IC～秋田南 IC － 大雨による通行規制 

９月 14 日時点での道路冠水被害は 34 箇所、10 月 20 日時点での通行止めは５路線に

及んだ。これに伴い、横手（一ノ坂集落）、大森町（中の又・小山・大平・坂部集落）、

の計５集落(90 世帯・243 人)が孤立状態となった。 

地域 路線名 被災状況 

横手  数箇所で土砂崩れ 

大森 

坂ノ下木ノ根坂間 道路崩落 

武道方面        法面崩落       

出羽グリーンロード 法面崩落 

太田山崎線 裏山が崩落（通行止め） 

阿美多地線 橋台洗掘（通行止め） 

ザッコ又線 土砂崩落(通行止め)    

滝ノ上小山線 土砂崩落(通行止め) 

二井山上溝線 土砂崩落(通行止め) 



20 

（Ⅳ）由利本荘市 

１．河川関係 

22 日 22 時半頃に、子吉川支流の芋川が２箇所の観測地点で氾濫危険水位（4.6ｍ）を

超えるまでに増水した。住宅の浸水や農地の冠水が相次ぎ、床上浸水が 16 戸、床下浸水

は 60 戸となり、松本地区では押し寄せた泥水が２ｍ近くにまで上昇し、住宅の１階部分

や車庫が冠水した。 

管理 水系 河川 
浸水家屋数 損壊家屋数 田畑等浸水 

原因 床上

(戸)

床下

(戸)

原因 全壊

(戸)

半壊

(戸)

原因 面積 

(約 ha)

県 子吉川 芋川 溢水   15 34  溢水 335.4

【由利本荘市松本地区】 

２．土砂災害                 

災害 （件） 

土石流等 7

がけ崩れ 7
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３．都市機能 

(1) 広域交通網の被害    

なし 

(2) 建物の被害    

被 害 状 況 棟 地域（適用）

全壊   0  

半壊   1 親川    （住家のみ）   

床上浸水 18 大内ほか（住家のみ） 

床下浸水 58 大内ほか（住家のみ） 

(3) 幹線道路の被害    

路線名 (箇所) 被災状況 

日沿道  岩城 IC～象潟 IC － 大雨による通行規制 

国道 105 号     

由利本荘市軽井沢～大仙市南外 

－ 大雨による通行規制 

由利本荘市と大仙市を結ぶ国道 105 号の矢立峠付近で、幅約８ｍの道路が約 30ｍにわ

たり５ｍ下のため池へと崩落し、全面通行止めになった。 

市管理道路についても、広域的に被害が発生した。 

地域 路線名 被災状況 

本荘 三川 12 号線 道路崩落 

東由利

ザッコ又線 法面崩落・路面流出（通行止め） 

若林線 法面崩落（通行止め） 

その他 ４路線 法面崩落・路面流出 

鳥海 

中村鉢水線 土砂流入（通行止め） 

堺台線 法面崩落（通行止め） 

その他 ３路線 土砂流入・路面流出 

大内 

高尾・雄和線 法面崩落（通行止め） 

古館・岩洞川原線 道路崩落（通行止め） 

その他 ４路線 土砂崩れ・路肩決壊・地すべり 

岩城 

川尻小二古線 路肩崩落（通行止め） 

観音森線 路面崩落（通行止め） 

その他 ５路線 法面崩落・土砂埋塞 
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【由利本荘市松本地区・芋川】 

【由利本荘市松本地区・芋川】 
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MEMO 
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Ⅳ．豪雨が地価へ及ぼす影響～価格形成要因の分析～ 

（Ⅰ）豪雨が地価へ及ぼす影響の分析 

豪雨被害対応特別委員会では、東日本大震災時の平成 24 年地価公示や被災地評価で採

用した「東日本大震災の被災地における平成 24 年地価公示実施のための運用指針－平成

23 年地価調査震災運用指針からの展開－（平成 24 年 7 月）」、熊本地震時の平成 28 年地

価調査で採用した「熊本地震の被災地における震災対応運用指針の活用について」、及び

岩手県において平成 29 年地価公示等で採用した「平成 28 年台風第 10 号に起因する価格

形成要因の分析と価格等調査」を参考に、秋田県豪雨被害版の災害格差率査定シートを

作成して、価格形成要因の分析を行った。 

【災害格差率査定シートによる価格形成要因の分析手順】 

STEP４:近隣地域に係る減価要因の査定

対象不動産の存する地域毎に、減価要因と減価率を査定する。

(注)秋田県豪雨災害においては考慮しないが、参考として格差率を記載し
た。

STEP３:復旧までの効用価値の減少による減価要因の査定→市町村単位

(1)都市機能減価率（鉄道・建物・幹線道路・河川の被害を考慮して査定）

(2)都市機能依存度（「都市機能依存度(δ)」を別途査定）

STEP２:需給の変化等による増減価要因の査定

(1)永続的な要因（消滅しない）は、秋田県豪雨被害では考慮せず。

(2)一時的な要因（スティグマ＝消滅する）については後記のとおり。

STEP１:割引率の査定

基本利率・リスクプレミアム・災害影響期間を検討する。
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Factor1
豪雨災害を背景とした需要増減

（災害格差要因1(1）)の数値化

個別の要因を総合的に判断し、

平準化した数値として査定

時点修正率
との関係
に留意

≒×

計算シート上は一括処理

Factor1 Factor2 災害格差率

Factor2

効用価値の減少による減価率

（災害格差要因2：下図2)及び
災害格差要因1(2)：下図1(2)
の算定

減価部分

効用価値部分

価格時点 Ｎ(復旧時) Ｎ+60ヶ月

スティグマは1(2)にて算定（図は復旧後5年程度で消滅）

時間k

1(2)

2

3
4 5

（Ⅱ）災害格差率 

災害格差率とは、災害格差要因が対象地又は取引事例地の価格形成に与える影響の程

度を反映させるための率であり、取引事例比較法の適用や地価公示価格等との規準にお

いて用いられる率で、下図のように不動産の価格に影響を及ぼす。 
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図中の数字等の説明は次のとおりである。 

1(1) 豪雨災害を背景とした需給の変化等による増減価のうち一定期間の

うちに消滅する増減価として処理しない場合（Factor1） 

1(2) 豪雨災害を背景とした需給の変化等による増減価のうち一定期間の

うちに消滅する増減価として処理する場合（Factor2） 

2 復旧までの効用価値の減少による減価（Factor2） 

3 復旧期間中の効用価値 

4 復旧時以降 5 年間の効用価値 

5 復旧時から 5 年経過後の効用価値 

1(1)+1(2)+2+3+4+5＝豪雨災害前の不動産価格(Ｐ) 

1 の格差率＝(1(1)+1(2))/Ｐ 

2 の減価率＝（ΣαＰrＵ(k)/(1+ｒ)k）/αＰ-1 

＝ΣrＵ(k)/(1+ｒ)k）-1 

※上記式のα、Ｐ、ｒ、Ｕ(k)については、次のとおり。 

α：豪雨災害を背景とした需給の変化等による増減価による補正率 

Ｐ：豪雨災害前の不動産価格 

ｒ：１ヶ月当たりの割引率（効用率） 

Ｕ(k)：ｋヶ月目の効用価値割合 

豪雨災害版の災害格差率査定シートは、東日本大震災時の震災格差率査定シートの発展

版である岩手県の平成 28 年台風第 10 号による被害時の震災格差率査定シートを基本に、

秋田県の被災地（現場）に合わせた減価要因の反映方法（連続型、不連続型）や減価要因

の入力項目・数値を落とし込んで作成した。 
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1

　豪雨によって発生した同一需給圏内の不動産市場における需給の変化等による増減価率を査定する。

　当該需要の変化を例示すると次のようなものがあげられる。

・ 豪雨災害による購買力の低下等が引き起こす需要の減退

・ 浸水地域における心理的要因による需要の減退

・ 被害が大きな地区の周辺における被災の程度が低い地区（高台など）に対する移転需要

・ 液状化により顕在化した軟弱な地盤の地区に対する需要の減退

2

(1) 都市機能に係る減価要因

近隣地域及び類似地域等を含む都市全体について、被災により発生する都市機能の減退が、これら地域の効用に

与える影響を考慮する。

① 鉄道の被害

鉄道を利用できない場合の代替となる交通手段の整備状況等に留意し、当該鉄道の地域への貢献の程度を斟酌

する。

　一般に、地下鉄等の鉄道網が整備されている都市部への影響は大きくなり、整備されていない地域では

限定的な影響にとどまる傾向があるが、都市部においても代替手段の如何によっては、その影響が小さくなる

こともあるため留意を要する。

② 建物等都市機能への影響

　「①鉄道の被害」や「③港湾機能（住宅・商業）」以外で、都市機能全体の損壊状況や地域の主要産業に対

する打撃の程度の減価率を査定する。都市機能の指標を例示すると、次のようなものがあげられる。

・ 行政機関、公共機関、義務教育施設等の機能状況

・ 企業、商店、工場等の営業状況

・ 居住者の日常生活の状況

・ 消費財の供給状況

・ 交通施設（空港、幹線道路）の状況

・ 豪雨による破壊の状況

・ 瓦礫の撤去及び除却の状況

・ 災害による建物損壊の状況等

・ 地域の主要産業に対する打撃の程度

③ 港湾機能（住宅・商業）の低下

　住宅地や商業地において、港湾機能の損壊による周辺地域の需要の減退や集客力の低下により発生する減価

率を査定する。

　特に、漁村における影響は大きいため、留意する必要がある。

(2) 近隣地域に係る減価要因

近隣地域の標準的な画地について、被災前の状況と被災後の主に物理的な効用価値の減価である。

なお、交換機能が失われた状況では、失われた効用価値を市場で評価することができないため、経験的に把握して

いる減価率を参考にしながらも、通常人の感ずる不便さを斟酌した減価率となることに留意する必要がある。

① 土地利用に関する被害（浸水・液状化・地盤沈下）

震災前のこれらの被害の予測可能正の有無等により、減価の程度が異なることに留意すべきである。

② 建築制限区域、被災市街地復興推進区域

③ 道路の状態（損壊・液状化・地盤沈下）

道路上の瓦礫の状態を含む。

④ 周辺建物の状態

周辺建物の損壊等により生じた地域内の環境等に与える影響を考慮する。

⑤ 水道の被害 人が受ける不便さを勘案して査定する。

⑥ 電気の被害 なお、今回の被災地においては、比較的、ガス使用の比重が低いこと、また、復旧の程度

⑦ 下水の被害 等も勘案して、「ガス」は減価要因として採りあげなかった。

⑧ 港湾機能（工業のみ）の低下

当該工業地が依存している港湾機能が低下している場合は，その効用の減価を考慮する。

⑨ 擁壁等の崩落

擁壁等の崩落により生じた地域内の環境等に与える影響を考慮する。

豪雨災害を背景とした需給の変化等による増減価要因

復旧までの効用価値の減少による減価要因

　鉄道の被害がもたらす地域への影響を考慮して減価率を査定する。その際、駅の乗降客数や鉄道の利用度、

災害格差要因の査定において留意すべき事項及び豪雨災害版の災害格差率査定シート

のサンプルは、以下のとおりである。 

【災害格差率要因の査定において留意すべき事項】 
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地
点
名
：
秋
田
市
雄
和
地
区
　
村
落

時
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正
率
（
％
）

【
２
．
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で
の
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用
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減
価
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】

（
1
）
都
市
機
能
に
係
る
減
価
要
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減
価
率
(%
)

【
割
引
率
】

①
鉄
道
の
被
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0
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１
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）
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②
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等
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２
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％
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③
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３
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）
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因
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)

【
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豪
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被
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背
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と
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需
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の
変
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に
よ
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価
要
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利
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水
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下
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（
１
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の
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）

③
道
路
の
状
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（損
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状
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盤
沈
下
）

 需
給
の
変
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）
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置
期
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(月
数
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復
旧
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間

2
4
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有
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1
0
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水
道
の
被
害

※
上
記
格
差
率
は
、
減
価
の
場
合
は
負
数
、
増
価
の
場
合
は
正
数
を
入
力
。

　
　
床
上
浸
水
：
▲
1
0
％
～
▲
2
0
％
程
度

⑥
電
気
の
被
害

　
　
半
壊
以
上
：
▲
2
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3
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％
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⑦
下
水
の
被
害

【
計
算
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果
】

⑧
港
湾
関
係
（
工
業
の
み
）の
低
下

（
１
）
豪
雨
災
害
が
な
か
っ
た
場
合
の
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和

2
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⑨
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等
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崩
落

（
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）
対
象
被
災
地
の
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用
の
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価
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2
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（
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）
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（
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）
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2
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（
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地
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差
（
％
）
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域
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値
)
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2
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※
復
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最
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間
等
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数
は
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年
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行
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。

注
意
事
項
な
し

：
自
動
計
算

：
固
定
値

：
標
準
的
数
値
は
あ
る
が
変
更
も
可
能

：
分
科
会
で
決
定

【住宅地域（村落）の災害格差率査定シートのサンプル】 
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住
宅
戸
数
、
商
業
戸
数
、
工
業
戸
数
及
び
村
落
戸
数
は
、
そ
れ
ぞ
れ
住
宅
地
域
、
商
業
地
域
、
工
業
地
域
及
び
村
落
地
域
内
の
固
定
資
産
税
標
準
宅
地
の
地
点
数
で
あ
る
。

都
市
機
能
の
影
響
が
極
め
て
小
さ
い
宅
地
の
価
格
は
、
村
落
地
区
内
の
住
宅
地
の
中
で
最
小
の
価
格
で
あ
る
と
考
え
、
村
落
地
区
内
の
平
成
2
7
年
1
月
の
固
定
資
産
税
標
準
宅
地
の
価
格
を
採
用
し
た
。

な
お
、
村
落
地
区
に
つ
い
て
は
、
住
宅
最
小
価
格
を
も
と
に
計
算
し
た
。

都
市
機
能
依
存
度
（
豪
雨
災
害
版
）

都市機能依存度（δ）＝1－
地区別村落最小価格

地区別・用途別平均価格

秋田県の豪雨災害版の都市機能依存度は、次のとおりである。 
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Ⅴ．ＤＩ調査の結果 

当協会では、平成 27 年から県内不動産価格等の動向を調査し、指標化のうえ、県民等

へ広く公表することを目標としたＤＩ調査を実施している。 

これは、県内不動産関係業者（公益社団法人秋田県宅地建物取引業協会、公益社団法

人全日本不動産協会秋田県本部）を対象に、不動産市場の推移に関する実感を尋ねるも

のであり、第５回調査において、今回の記録的な豪雨が土地並びに地域に及ぼす影響に

ついての質問を特設した。 

（Ⅰ）アンケートの概要 

実施時期  ：平成２９年１０月 

発送数    ：４００ 

有効回収数：１７３（回収率４３.３％） 

回答者の主な営業地域： 

エリア 

区 分 
秋田 本荘 大仙 

大館・ 

鹿角 

能代・ 

男鹿 

横手・ 

湯沢 
合計 

回答数 97 15 14 22 9 16 173

（Ⅱ）アンケート調査票 
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（Ⅲ）アンケート結果 

１．問７ 

この設問では、建物への実際の被害の有無にかかわらず、自然災害の影響を受けた場

合、地域内の土地の資産価値がどのような影響を受けるかについて尋ねた。 

結果は下表のとおりで、「資産価値に与える影響はほぼない」を選択した回答者は全体

の約 11％にとどまり、記録的な大雨等の特別な自然災害が発生した場合、土地の資産価

値に対して何らかの影響を与える可能性が高いという結果となった。 

最も回答数が多かったのは、「対象物件の床下浸水がみられた場合、資産価値は下落」

であり、次いで「地域内に被害物件（比較的、軽微で、復旧が容易）が生じた場合、資

産価値は下落」の選択肢であった。 

また、今回発生した記録的大雨による災害は県南部が中心であったため、エリア毎で

もやや傾向が分かれる結果となっており、被害の少なかった大館・鹿角エリアや能代・

男鹿エリアでは、「資産価値に与える影響はほぼない」との回答が目立つのに対し、被害

の多いエリアを中心に資産価値に与える影響があった、とする回答が多かった。

11.2%

16.7%

22.2%

20.0%

8.3%

7.1%

8.5%

12.4%

25.0%

20.0%

16.7%

11.7%

28.0%

16.7%

22.2%

25.0%

25.0%

28.6%

30.9%

28.6%

16.7%

22.2%

25.0%

25.0%

42.9%

29.8%

11.2%

16.7%

22.2%

10.0%

16.7%

10.6%

8.7%

8.3%

11.1%

8.3%

21.4%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全県

横手・湯沢エリア

能代・男鹿エリア

大館・鹿角エリア

大仙エリア

本荘エリア

秋田エリア

記録的大雨による災害が土地の資産価値を下落させる事象について

影響はほぼない 地域に被害はない 軽微な被害がある

床下浸水以上の被害 床上浸水以上の被害 避難を要する被害
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２．問８ 

次の設問では、記録的大雨による災害の影響を受けたエリアで、不動産仲介を行う場

合、地価に与える影響をどの程度、考慮するのかについて確認した。 

結果は下表のとおりで、「多少の影響はある（総額の▲１～▲10％程度）」を選択した

回答数が最も多く全体の約 38％、次いで、「影響が生じる（総額の▲10～▲20％程度）」

という回答が約 28％であった。 

設問の選択肢で「その他」を選択された方のうち、下記の回答があった。 

○地域や被害状況により異なる。 

○住宅地の場合、最初の段階で被害地域を選択肢から外すことも考えられる。 

○需要の多い地域と少ない地域で異なると思う。 

○浸水したエリアの物件は紹介しにくい。 

○新規客である場合、あえて求める人は少ないと思う。 

○価格よりも需要が減少する。問い合わせがなくなる。 

○被害の種類、程度によって異なる。 

今回、被害が生じたエリアは市街地からやや離れた地域が多く、もとより不動産取引

が少ない地域であるため、地価にどのような影響が生じるか、また、それが短期的な一

過性の事象であるかどうか、この調査のみで検証することは難しいが、自然災害の影響

は土地価格に悪影響を与える可能性は高いと考えられる。 

5.5%

12.5%

4.8%

7.1%

7.1%

5.4%

38.0%

7.7%

38.1%

21.4%

35.7%

48.4%

28.2%

7.7%

50.0%

33.3%

14.3%

28.6%

30.1%

24.5%

69.2%

37.5%

23.8%

50.0%

21.4%

14.0%

3.7%

15.4%

7.1%

7.1%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全県

横手・湯沢エリア

能代・男鹿エリア

大館・鹿角エリア

大仙エリア

本荘エリア

秋田エリア

自然災害が地価に与える影響

地価に影響はほぼない 多少の影響(▲1～▲10％） 影響アリ(▲10～▲20％）

相当な影響(▲20％以上） その他
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３．地価に与える影響について（事象別） 

地価に与える影響を事象別で整理したものは下記のとおりである。 

問７で「２．特に被害はなくても新聞やテレビで報道された段階で資産価値は下落」

から「５．対象物件の床上浸水がみられた場合、資産価値は下落」を選択した回答者は、

問８の地価への影響に対する設問に対して概ね同様の傾向であり、「多少の影響はある

（総額の▲１～▲10％程度）」または「影響が生じる（総額の▲10～▲20％程度）」とい

う回答が多くみられた。 

問７で「６．土砂災害による（避難を要するような）被害が生じた場合、資産価値は

下落」を選択した回答者のうち、問８への回答は「相当の影響が生じる（総額の▲20％

以上）」が約 50％であり、生命に危険を及ぼす可能性が高い自然災害が生じた地域につ

いては、地価に大きな影響を与える可能性があることを実感させる結果となった。 

具体的には、下記のコメントを頂いた。 

○東日本大震災で田沢湖地域は特に被害はなかったが、観光客がほとんど来なくなっ

たため景気が悪くなり、地価も下がった（15 年前、坪 15 千円から 25 千円で売買した

地域が現在では坪 5千円以下である）。ホテル、保養所関係は身売り又は閉鎖している

状態。 

○自然災害についてはハザードマップ等で示されており、今後新たな宅地、事業用地

の取得に関しては注視される要因として大きくなると考える。 

2.2%

5.3%

14.3%

52.9%

42.2%

44.2%

36.8%

28.6%

23.5%

26.7%

27.9%

36.8%

50.0%

23.5%

26.7%

23.3%

21.1%

7.1%

2.2%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

避難を要する被害

床上浸水以上

床下浸水以上

軽微な被害がある

地域に被害はない

資産価値を減少させる事象が地価に与える影響

地価に影響はほぼない 多少の影響(▲1～▲10％） 影響アリ(▲10～▲20％）

相当な影響(▲20％以上） その他
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Ⅵ．復旧に向けて 

秋田県では、平成 29 年 12 月に災害査定を終えた土買川及び楢岡川（大仙市）におい

て、河川等災害関連事業や河川等災害復旧助成事業により、概ね３～５年間で緊急的な

治水対策を実施することとなった。 

また、本事業で実施する築堤や河道掘削などのハード対策に加え、水害リスクに関す

る情報の共有や住民の円滑かつ迅速な避難を促すためのソフト体制の充実についても、

関係機関と連携して取り組んでゆくとしている。 

【秋田県建設部河川砂防課ＨＰより】 



35 

（Ⅰ）緊急的な治水対策の概要 

１．雄物川水系土買川 

事 業 名：河川等災害関連事業 

事 業 費：約８,８３０百万円 

事業箇所：大仙市刈和野地内 
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２．雄物川水系楢岡川 

事 業 名：河川等災害復旧助成事業 

事 業 費：約６,２５０百万円 

事業箇所：大仙市南外十二袋地内 
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（Ⅱ）県管理河川の災害査定結果について 

県全体 約２９５箇所、査定決定額 約２０３億円 

    ※被災した県管理河川施設については、昨年１２月までに災害査定を終え、早期復旧に

向け、順次工事に着手していく予定。 

（Ⅲ）参考 

下記の河川については、平成 29 年 12 月１日までに事業採択されており、新波川につ

いても事業導入に向けて準備を進めている。 

１．雄物川水系淀川 

   事 業 名：河川等災害関連事業、河川災害復旧等関連緊急事業 

   事 業 費：約７,５４０百万円 

   事業箇所：大仙市協和下淀川川口～中淀川中村地内 

２．雄物川水系上溝川 

   事 業 名：河川等災害復旧助成事業、河川災害復旧等関連緊急事業 

   事 業 費：約７,８３０百万円 

   事業箇所：横手市大森町上溝～本郷地内 

３．雄物川水系福部内川 

   事 業 名：河川改修事業（災害対策等緊急事業推進費） 

   事 業 費：約２６百万円 

   事業箇所：大仙市大曲福見町地内 

４．子吉川水系芋川 

   事 業 名：河川改修事業（災害対策等緊急事業推進費） 

   事 業 費：約１２４百万円 

   事業箇所：由利本荘市松本地内 
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Ⅶ．新聞報道 

県内各地で 24 時間雨量が観測史上最大を記録するなど、７月 22・23 日の豪雨被害は

地元にとどまらず、全国的にも大きく報道された。 

新聞紙上では、「記録的大雨」、「自然の猛威」、「集落孤立」等の見出しが掲げられた。 

【秋田魁新報社提供（以下、同じ）・７月 24 日付】 
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【７月 24 日付】  
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【７月 25 日付】 
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【７月 26 日付】  
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【７月 27 日付】
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【７月 30 日付】 
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【８月３日付】  
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